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韓国の歴史教科書の特質 

（1）『韓国史』（チョンチェ教育） 

 「独島の話」（154 頁）．太政官指令が根拠 

 「東アジア、交流と協力の方向に出よう」（404 頁） 

  「韓・中・日、歴史紛争」（405 頁） 

→良心的市民は植民支配と侵略戦争を美化→反発 

 

（2）『韓国史』（チハク社） 

 「主題深化学習」（153 頁）探求資料 1-独島はわが領土． 

「大韓帝国勅令第 41 号」、「島根県告示第 40 号」が根拠 

 「国際社会の課題と展望」（329 頁） 

   「東アジア国家間の葛藤」（竹島・尖閣・北方領土） 

  →歴史教科書の記述をめぐる紛争は主に日本の侵略戦争と植民支配を正当化する動き 

 「望ましい歴史認識」（333 頁）→東北アジア歴史財団アドレス 

 

（3）『韓国史』（ポォンムン社） 

 「大韓帝国の領土問題」（192 頁） 

  「独島問題」 

  「独島を韓国領土と認定した日本の公文書」→太政官指令が根拠 

 「東北アジアの葛藤 問題と望ましい関係」（366 頁） 

  「靖国神社」 

  「東北アジアの領土問題」→わが領土独島の歴史→東アジア平和問題研究所アドレス 

  「独島を自国の付属領土から除外した日本の法令」 

→「大蔵省令第 4 号」「総理府令第 24 号」 

  「日本の領土紛争」（367 頁） 

  「東北アジアの歴史葛藤」（369 頁）→日本との歴史葛藤 

→過去の誤りを心底から反省していない 

  「扶桑社中学校歴史教科書の歴史認識」扶桑社は「現在の立場でなく、徹底して過去

の立場から当時の人々の行いを考えことを中心に歴史を把握しようと主張」

→「過去に対する反省を徹底し、排除している」と批判 

→東北アジア歴史財団アドレス 

  「望ましい国際関係の模索」（371 頁） 

→侵略を進出に変え、日本軍慰安婦事件を歴史記録から削除 



 

（4）『韓国史』（ミレエンコルチョグループ） 

    「独島を守護しようと努力したが日本に強奪された」（172 頁） 

   →林子平『三国通覧図説』所収「三国接壌図」を根拠 

  「大韓帝国の意義と独島問題」（173 頁） 

   1、資料 2～4を参考に独島がわが領土である理由を発表しよう） 

   2、図書館やインターネットで資料を探し、独島がわが領土である歴史的根拠、独島

の経済的・軍事的価値、日本が自国の領土と主張する根拠、わが政府と日本政府

の対応、今後の展望などを含めた報告書を作成しよう。 

  「東北アジアの領土と歴史葛藤」（396 頁） 

    「東北アジア領土葛藤の中心、日本」（397 頁）→北方領土・尖閣・竹島 

  「知ってみよう」 

   「憂慮される日本の右傾化傾向」/「軍国主義復活を憂慮する日本人の動き」 

  「独島はわが領土」（398 頁）→「島根県議会は竹島の日を制定した（2005）」 

  「探究活動」歴史歪曲に対する対応 

   「日本の扶桑社歴史教科書、重要歪曲内容」 

   「韓日併合条約は無効だ」→「韓日知識人 214 名の併合 100 周年共同宣言」2010.5.10 

 

（5）『韓国史』（サムファ出版社）  

  「間島と独島」（188 頁） 

  「歴史教科書及び靖国神社参拝をめぐり対立する」（386 頁）→東アジアの歴史紛争 

  「領土問題をめぐって対立する」（387 頁）→年表「竹島の日制定」 

    「日本の戦争責任問題はいまだ未解決の課題だ」→東アジア共同歴史教材を作った 

  「日本の主張を次のインターネットサイトを参考に歴史的根拠を示し批判してみよう」 

   →駐日韓国大使館・駐韓日本大使館・東北アジア歴史財団サイバー独島館・島根県

竹島問題研究所（389 頁） 

 

（6）『韓国史』（ピサン教育） 

  「間島と独島問題」（190 頁～191 頁）「独島」→『三国史記』『新撰八道地理誌』根拠 

  「独島領有権紛争」（398 頁）→「近隣諸国条項」 

（日本は 2005 年、島根県で竹島の日条例を定め、）（389 頁） 

  「日本歴史教科書の韓国史歪曲と我らの対応」（390 頁） 

  「扶桑社」→（日本では子供と教科書全国ネットワーク 21 という全国的な市民組織が

結成され、我が国の人々とともに該当教科書の採択反対運動で提携した） 

  「望ましい東アジア 歴史観の定立」（391 頁） 

    「歴史葛藤解決の模範事例」→『ドイツ・フランス共同歴史教科書』 
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